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昭和56年６月商法改正にともない，昭和57年４月20日，企業会計原則，同
注解，また昭和57年４月24日法務省令第25号をもって,商法計算書類規則(株
式会社の貸借対照表，損益計算書,営業報告書及び付属明細書に関する規則）
が改正公表された。
今回の商法改正の主要なる事項の一として，監査機能の強化と拡充がとり
上げられたのである。社会制度としての監査制度における監査機能の整備充
実は，一般的には監査主体に係わる環境諸与件の整備充実策と，監査対象た
る監査客体に係わる直接的または間接的な規制の改変として提起されるので
ある。
監査主体に係わる施策は，監査人の独立性の問題を中心として，組織とし
ての監査機関及び監査人の独立性の構造と体系を監査の実効性の観点より，
独立性擁護論として展開されるのである。
監査客体に係わる施策は，監査対象としての企業に係わる直接的あるいは
間接的な規制の問題であって，具体的には会社の「計算と公開」の構造と体
系に係わる問題であり，企業会計原則，同注解及び商法計算書類規則の改正
として提起された諸問題である。
当該稿においては，商法改正事項のうち，監査論の観点に立脚して，企業
１
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情報の開示問題を取り上げ，監査機能との関連の下に論究することとする。
１．開示制度の意義
公示とは「公の機関が一定の事項を一般に周知させるために発表し，公衆
がこれを知りうる状態におくこと，……しかし公衆を対象とする事象などに
ついて私人がなす場合にも用いられる．｣(1)開示とは「他人に物又はことがら
の内容，性質，数量等が明らかにわかるように示す……公衆に示す場合は公
表，公示，公告等の語が用いられる.｣(2)公示はほぼ同義語的に使用されてい
る。
開示または公示主義の商法上への導入は，例えば，英国において，1841年
詐欺破産防止という観点から，大衆の安全をよりよく守るために，株式会社
関係法の調査を目的とする特別委員会が設置された。1843年グラドストン商
務長官を会長として調査活動を行い，1844年最終報告を議会に提出した。そ
の主要なる内容の－として，会社設立及び経営にともなう不当な詐欺を妨〈・
ため，会社設立及びその後の業態の公示を強調し，徹底的な公示主義の採用
による株主，投資大衆の保甑策を勧告したのである。「公示こそ必要とされ
る唯一のものであって，それによって詐欺の本`住は暴露することはあっても，
弊害などは考えられない｣(3)と思考し,従前の泡沫条例等においてみる株式会
社制度設定の論理の撤回と株式会社の興隆を求める意味において，準則主義
設立方式の導入と出資機能の間接的保護策として公示主義を提唱したのであ
る。かかる趣旨は，1844年登記法（AnActforRegistration,lncorpora-
tion,andRegulationofJOintstockCompanies-JointStockCom
paniesRegistrationAct，1844.）として具現したのである。
登記法は公示主義を徹底させると同時に，会社の機関としての監査役制度
を導入し，詐欺破産，仮権者保護を指向したのである｡(4)
株式会社における公示公開の機能は(5)，利害関係者に対する公平なる企業
情報の開示を指向し，その目的とするところは，制度それ自体の目的適合性
に依拠することとなる。それゆえに商法における財務会計等の情報開示の
目的は，商法それ自体の目的々指向性に適合する形で認識され，公示(開示）
目的は，端緒的には出資機能の保誠と債権者保漣を指向したものである。情
報の開示は情報の客観性と公平性の観点より規制され，情報の開示機能を補
強する機能として，開示情報資料の監査機能が位邇付けられるのである。こ
こに開示機能と監査機能が有機的に結合し，商法機能の一端を担っているの
２
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である。
(注）
(1)未川博綱「法学辞典」288頁。
(2)佐麟達夫他縞ｒ法令用語辞典」４７頁。
(3)本間輝雄「イギリス近代株式会社法形成史論』９３～104頁。
(4)ＡＣ・LittIeton,AccountingEvolutiontol900．Ｐ､289片野一郎訳『会計発達史」
401-402頁。
(5)開示制度は間接的な規制方法であり，直接的な規制の代りに用いられる場合（代替
的利用）と併用される場合（補完的利用）とがある。直接的規制にくらべ私的自治の
制約が軽くてすみ，……飽田節「開示制度の目的と機能」『法学論叢』第110巻４，
５，６号137頁。
２開示制度の生成
株式会社における情報開示制度の端緒は，資本受委託関係の成立に起因す
る会計責任にその因素が求められるのである。資本受委託関係は，資本の委
託者と受託者との間に会計責任が生じ，同時に会計責任の解除の問題が提起
されるのである。会計責任は会計情報の開示という過程を経て解除される。
それ故に，会計情報の開示制度は，資本受委託関係の変遷すなわち株式会社
制度の展開とともに変遷し機能してきたのである。
会計情報の開示は出資機能の分化による，無機能出資者群の権利として展
開してきたのであるが，その端緒においては，例えば「1630年代，第三次合
本と第一次ペルシャ航海の合併後に於ける総裁モーリス・アポットの独裁は
特に烈しかった。総会が会計監査に関して監査委員会を設けんとしたのに対
し，彼は飽迄これを拒否し，会社の帳簿を一般出資者への公開することすら
これを禁止した。以来この傾向はますます烈しくなり，それは重役の賞与制
に明確にあらわれている.……カンパニーの機関たる重役団が合本企業の出
資者総会を圧倒し，いはば専制的に支配していたのであるq｣(】)と述べられる
ごとく，近代的株式会社形態とは，その態様において異なるとしても，一般
出資者の会計帳簿閲覧権すら1657年クロウムエルの改組を待たねばならなか
ったのである。
会計情報の開示の制度化は，1675年フランス商業勅令においてその制度的
端緒を印すこととなったのである。
３
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ルイ14世フランス商業勅令，第３章第８条規定「すべての普通商人は六ヵ
月同期間内に一切の動産，不動産，債権，憤務についての自署したる財産目
録を作成しなければならない。そしてこれは二年毎に照合され，再調整され
なければならない｡｣(2)と規定し，会計情報の開示を求めたのである。かかる
条例は，コルヴェールの重商主義政策の一環として位置付けられ，社会的遊
休資本の動化促進と，併せて会社の設立詐欺，等の妨止を目的としたもので
ある｡(3)すなわち「詐欺破産ほど国家にとっても，また国民にとっても有害
で危険なものはない｣(4)と述べられる如く，会計情報の開示は会社資本の出資
機能の分化による自生的要請因を基盤とした制度化因よりは，むしろ遊休資
金の資本機能化過程における保護策と経済興隆の二面性を有した開示機能の
制度化として，開示制度の生成が位置付けられたのである。
(注）
(1)大塚久雄「株式会社発生史捻」542-543頁。
(2)森川八洲男「フランス会計発達史論」１２頁。青木鯖「フランス会計学」６頁。
(3)Ｃ､Ｗ,Cole.，ColbertandaCenturyofFrenchMercantilism、1964．ＶＯＬ
１．Ｐ、３６１．Ｅ･SchmaIenbach，DynamicheBilanz，１９３７．７ＡｕｆＬＳ６３
商事勅令は－その目的とするところは，詐欺破産との関連の下において，商人が
従来失敗した場合に，それ以前の営業状況を観察する資料を供するためにあった。
－当時フランスの経済状況との関連の下における景気刺激策として，－フランス
の経済は，幾度かの景気変動，及び世界経済をリードするイギリス，オランダにいか
に追いついて行くかに苦慮していたコルヴェールの経済政策の－現として，商工業の
興隆，保護育成策（コルヴェールの政策は，一方において商人を鼓舞し，他方で
企業を規制する施策をとった）で，企業破産，これに加えるに財産の隠匿，持出し、
詐欺破産といった不正に対する法的干渉による信用制度の回復と企業保繊育成を指向
し制定されたものである。
(4)岸悦三「サヴァリー法と会計」『広燭商大輪染」第８巻１号37頁。
３会計思考と開示
会計思考と開示の問題は，会計思考と開示目的との関連の下に認識される
問題で，大別すると次の二つに分類される。そのＨは静態会計思考と開示，
他は動態会計思考と開示である。
静態会計思考は企業の経済活動をある一定時点において，静止状態を仮定
して，その時点における財産価値額の増減変化をもって，利益計算構造を組
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立て利益を認識する考え方である。それゆえに資産の認識基準は資産の財産
価値性におかれ，財産の換価能力の評価による財産価値額の増減変化をもっ
て損益を認識する思考である。かかる思考の下においては，会計の焦点は資
産性の認識と評価に集約され，資産評価と利益計算繊造が直結した会計櫛造
を有するのである。
かかる会計思考と開示機能についてみると，静態会計論における開示機能
は，例えば，フランス商業勅令第３章第８条「すべての商人は六カ月なる同
期間内に一切の動産，不動産，債権，憤務について自署したる財産目録を作
成しなければならない。そしてこれは二年毎に照合され，再調整されなけれ
ばならないq｣(1)規定にみるごとく，財務会計情報の開示すなわち，財産価値
額に裏付けられた会計情報を基礎とした開示を通じて，債権者等利害関係者
保謹を指向したのである(2)。それゆえに，会計情報の開示構造それ自体も，
企業の所有財産の集約表としての貸借対照表の開示に焦点がおかれたのであ
る。
動態会計思考は企業を継続的な経済活動体と考え，資産は継続的利用に供
され，資産の財産価値性より資産の費用化価値に重点がおかれる会計構造を
とる。資産性の認識は，財産価値額から費用価値量（前払費用視する会計資
産観）におかれ，費用評価に重点がおかれた期間損益計算構造がとられるの
である。かかる会計思考の下においては，貸借対照表は資産を投下資本量と
して把握され，一定の計算時点における資産価値の認識は，財産価値額では
なく，資産の継続的利用期間中の未費用化高を表示することとなり，現実の
財産価値額とは乖離した価値額として認識されることとなる。それゆえに，
動態会計思考の下においては資産性の認識は理論的擬制としての資産と実務
的或いは政策的擬制としての資産が認撤される。静態会計思考の下における
資産の財産価値性に立脚した会計情報の開示による償権者等利害関係者保謹
機能は，資産観の変化とともに崩壊をよぎなくされ，ここに新なる動態会計
論の下における債権者等利害関係者保謹策の確立が要請されることとなった
のである。すなわち企業の財産価値額によって保障された会計情報の開示に
よる利害関係者保遡構造が動態会計思考の下における資産性の認識基準の変
更にともない，資産の財産価値性からの乖離により，企業所有安産の集約表
としての貸借対照表の開示機能の実効性が薄れてきたのである。ここに新な
る動態会計思考の下において，利害関係者保護を指向した，会計情報の開示
橘造が組立てられねばならなくなったのである。会計思考の変遷は貸借対照
表本質観をかえ，それと同時に，利害関係者保謹の観点からも，会計情報の
５
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開示および監査機能の重要性を付加することとなったのである。
(注）
(1)Ｋ・BarthDieEntwicklungdesdeutchBi]anzrechts，1955.ｓ．６５.E
Schmalenbach，DynamicheBilanz、７Ａｕf1.1933.s､６３．森川八洲男｢前掲癖」
１２頁。
(2)商法の理念たる仮権者保麺の目的を実現するためには，価権者に対する担保となる
ものが会社資産だけである……この担保資産を確保するような計算メカニズムを法規
定の鼠｢小限のものとして定める必要性が存する。武田縢二「会計の論理と商法の論理
の相剋」ｒ企業会計」３４巻８号21頁。
４開示と藍杏
経営内部における経営職能の分化過程より生成展開した要請因素に起因
する開示および,監査態様と企業の外部環境との関連の下に,生成展開された
因素に起因して提起された開示および監査，すなわち経営内部目的指向性を
有する開示および監査と経営外部目的に支配される開示および監査の二態様
が認識される。
経営内部目的指向性を有する開示および監査として，例えば，資本受委託
関係より発生する会計責任およびその解除にともなう開示または監査機能の
生成は，その端緒においては事後検視目的監査として位置付けられ，監査は
会計数値と実態の照合確認という形態をとったのである。この段階における
開示および監査の目的は資本委託者（出資者）資本擁趣を第一義目的とした
開示および監査である。
経営外部目的指向性を有する開示および監査は，例えばアメリカ合衆国に
おいて発達した開示にその事例をみると，「1894年２月ニュヨーク州銀行協
会の理事会が，又1896年ペンシルヴァニア州の銀行協会と与信者協会がその
会員に対して，受信を希望する商人として，それぞれのその推奨する標準形
式の署名入りの貸借対照表を提出するよう勧告し，また1908年には仲買人か
ら手形を買取る場合には独立の公認会計士による監査を受けた計算書並びに
貸借対照表を整備する者を優先的に取扱うことを会員銀行に奨励するように，
アメリカ銀行協会の信用調査委員会が同協会に建議し，1909年同協会の年次
総会でこれを決議され，各銀行が共同して信用監査の徹底に乗り出す気運に
なったq｣(1)ここに企業の資金需要に対応する償権の安全性を確認する手段
として，銀行の授信業務の一環としての企業金融と貸借対照表の開示および
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監査が提起されてきたのである。
もともと開示および監査なる機能は,目的々性格を有するがゆえに,その要
請因との関連において，その性格は目的により規定されることとなるが，開
示と監査は目的指向性において同一性を有し，監査は開示資料の信頼性客観
性を付与し，間接的規制としての開示効果を補強し，高揚する機能を有する
のである。企業経営における会計情報の開示効果は，動態会計の下において
は，会計原則という導管を通り，監査という臆過器を通ることによって，開
示資料の信頼性，客観性が確保され，開示機能が保証されることとなるので
ある。
(注）
(1)
ｉｎ
山桝忠恕「監査制度の展開」123-124頁。Ｃ､Ａ,Moyer,，EarlyDevelopments
AmericanAuditing，AccountingReview，ＶＯＬ２６．Ｎ０．１．Ｐ、８
結語
企業に対する利害関係思考の多様化にともない企業情報の開示と監査が利
害関係者保護という観点から重要性を帯びてきたのである。開示は会計情報
の公平且公正なる提供を規制することにより，開示機能は利害関係者保護に
対する間接的効果を有し，監査は，開示情報に対する信頼性と客観性を付与
する機能を有すると同時に，利害関係者保謹機能の実効`性を高める効果を有
するのである。
会計思考の転換，すなわち静態会計思考を基本とする会計構造に立脚する
利害関係者保謎構造から，動態会計思考一期間損益計算を基本とする利害
関係者保謹構造への転換は，企業の経済活動の集約表としての財務諸表の開
示および監査が，会計情報の質量的拡大化と規制の直接化という強化策を担
うこととなったのである(1)。今回の商法改正の－として，開示制度の強化は
その一の具現である。
(注）
(1)随田節「前掲論文」今の日本に必要なのは開示制度の充実強化である。と結論付
けられている。
（昭和57年７月）
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